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ていなくてはなりません。制度を組
織の問題解決につなげたい場合は、
厚生労働省研究班が作成した職業性
ストレス簡易調査票や外部EAP機関
などが提供している包括的なストレ
スチェック・システムを活用すると
よいでしょう。
■制度活用により期待できる効果を
どのように測るか
　ストレスチェックの効果を測る一
般的な指標としては、「メンタル不
調者数や休職者数の減少」が挙げら
れます。ただし、多くの場合、導入当
初は不調者数や休職者数はかえって
増加します。労働者が自分のストレ
ス状況に気づき、医師への相談件数
が増え、それに伴い不調者数、休職
者数も増加するためです。当社の実
績ベースでは、導入から約３年で不
調者数、休職者数が減少しています。
　効果を表す指標としては、他に次
のようなものがあります。
・休職者の復職までの期間の短期化
や、復職後の再発率の低下
・ストレスチェックの結果の値（つ
まり労働者のストレス反応の変
化）
・職場の仕事の負担感やコミュニケ
ーションの取り方など、ストレス
要因が改善したかどうか（チェッ
ク項目にストレス要因が含まれて

ストレスチェック制度の
効果的な活用法

　トレスチェック制度の活用法
は労働者（個人）と事業所（組

織）の２つのレベルに大別できます。
■個人レベル～労働者のセルフケア
と面接相談
　事業所が行ったストレスチェック
の結果は労働者に通知されるので、
労働者が自分のストレス状況に気づ
くことができます。ストレス度が高
かった場合は「休息をとる」などの
セルフケアにより、ストレスを軽減
することができます。事業所はEラ
ーニング、ウェブコンテンツ、冊子、
研修などを通じ、ストレスに対処す
るための考え方やリラクゼーション
法を労働者に教育することで、個々
人のセルフケアを支援できます。こ
うした教育コンテンツを提供する外
部EAP機関もあります。
　また、制度の基本フローでは、
「希望する労働者は医師との面接を
受けることができる」とされていま
す。メンタル面に不調を抱える労働
者が、医療の専門家にアクセスしや
すくなることが期待されます。事業
所は医師面接に加え、臨床心理士な
どによる窓口を拡充するなど、カウ
ンセリングを受けやすくすることで、
メンタル不調への早期対応を促進で
きます。
■組織レベル～ストレス要因に対す
る組織的働きかけ
　ストレスチェックの結果、パワー
ハラスメントや過重労働などが高ス
トレスの要因と把握できた場合は、
人事部等が職場に聞き取り調査を行
い、ストレス要因が取り除かれるよ
う働きかけることができます。また、
ストレスチェックの結果に合わせ、
管理職にラインケア研修を行うこと
も重要です。
　ただし、ストレス要因を取り除く
には、ストレスチェックそのものに
ストレス要因に関する項目が含まれ

いることが前提）
・管理職の意識・行動の変化や、
個々人のセルフケアに対する意識・
行動の変化（アンケート調査によ
り把握可能）
■ストレスチェックを生産性向上に
つなげる
　ストレス度は高すぎてはいけませ
んが、低ければいいというものでも
ありません。事業所としては、生産
性の低い社員にもっと元気に働いて
もらい、組織の生産性向上を目指し
たいところです。そのためには、労
働者のストレス度に加え、モチベー
ション、コンピテンシー、コーピン
グスキルなどの指標も測定し、改善
することが必要です。生産性向上に
かかわる指標は「活性度」や「熱意
度」と呼ばれ、こうした活性度の指
標を含むストレスチェックもありま
す。包括的なストレスチェック・シ
ステムを導入すれば、組織の生産性
向上を視野に入れることも可能とな
ります。
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